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2019年度分の各種所得の源泉徴収及び源泉徴収免

除票・信託財産の各種所得証憑・配当所得源泉徴収

票（以下、「源泉徴収票」と称する）の申告期限は2020

年2月5日まで延長され（受理は2020年1月2日から開

始）、源泉徴収票の作成期限は2020年2月15日まで延

長されます。

源泉徴収義務者は本来、毎年1月末までに前年度に

おいて各納税義務者に代わり源泉徴収を行った税額

につき、源泉徴収票を作成し、税務機関へ申告すると

ともに、2月10日までに源泉徴収票を作成する必要が

あります。但し、所得税法の規定により1月に3日間以

上の連休がある場合、源泉徴収票の申告期間を2月5

日まで延長し、源泉徴収票の作成期間は2月15日まで

延長するとされています。

本年1月には、旧正月による３日間以上の連休がある

ことから、源泉徴収票の申告期間は2月5日まで延長さ

れます。申告締切日における電子や書面による申告

案件が多いと予想されますので、早めに申告手続を

行うことをお勧めいたします。また、申告期限までに電

子申告を行った資料の誤りを発見し、同じ手段により

申告資料を修正しようとする場合、電子申告の再申告

内容は前回の申告内容に取って代わるため、電子申

告を再度行う際には「全部」の申告資料をアップロード

しなければならないことに留意する必要があります。

所得税法

第89条

（略）

機関、団体、学校、事業、破産財団又は業務執行者の毎年

支給する前条規定の源泉徴収をすべき所得及び第14条第

1項第十類のその他の所得が源泉徴収最低標準に達して

いないため又は本法規定の源泉徴収範囲に属していない

ため、源泉徴収をしていないときは、毎年一月末までに領

収者の氏名、住所、国民身分証統一番号及び年間の支給

金額等を規定の様式により表に記載し、管轄税務機関に

申告しなければならない。なお二月十日までに源泉徴収免

除票を納税義務者に作成交付しなければならない。毎年一

月に3日間以上の連休がある場合、源泉徴収免除票の申

告期間は二月五日まで延長し、源泉徴収免除票の作成期

間は二月十五日まで延長する。
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2019年度各種所得源泉徴収票等の各種書類の申告期限が
2020年2月5日まで延長
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